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(57)【要約】
【課題】フィルタ、触媒担体、電池用電極などの用途に
適したアルミニウム多孔体の製造方法を提供すること。
【解決手段】連通気孔を有する多孔質樹脂成形体の表面
にアルミニウム膜を形成してなるアルミニウム構造体の
シート３２を溶融塩浴槽３０中の溶融塩浴に浸漬して前
記多孔性樹脂成形体を分解処理して除去した後にアルミ
ニウム多孔体３３のシートを溶融塩浴から引き出す工程
を含むアルミニウム多孔体の製造方法であって、ローラ
にメッシュベルト３８を懸架し、前記ローラを駆動させ
ることによってメッシュベルト３８を搬送し、搬送され
るメッシュベルト３８上に前記シートを載置してシート
を搬送することを特徴とするアルミニウム多孔体の製造
方法。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連通気孔を有する多孔質樹脂成形体の表面にアルミニウム膜を形成してなるアルミニウ
ム構造体のシートを溶融塩浴槽中の溶融塩浴に浸漬して前記多孔性樹脂成形体を分解処理
して除去した後にアルミニウム多孔体のシートを溶融塩浴から引き出す工程を含むアルミ
ニウム多孔体の製造方法であって、ローラにメッシュベルトを懸架し、前記ローラを駆動
させることによってメッシュベルトを搬送し、搬送されるメッシュベルト上に前記シート
を載置してシートを搬送することを特徴とするアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項２】
　前記複数のローラが溶融塩浴槽の入口側ローラ、出口側ローラ、及び該入口側ローラと
該出口側ローラとの間に配置された中央部ローラからなり、前記中央部ローラは下方部分
が溶融塩浴に浸漬されており、前記メッシュベルトは、前記入口側ローラ及び出口側ロー
ラにおいては溶融塩に浸漬することなくローラの上側外周面に摺接するようにし、前記中
央部ローラにおいては溶融塩に浸漬してローラの下側外周面に摺接するようにして搬送さ
れることを特徴とする請求項１に記載の金属多孔体の製造方法。
【請求項３】
　前記入り口側ローラ及び前記出口側ローラをそれぞれ２個以上設置し、前記中央部ロー
ラを３個以上設置することを特徴とする請求項２に記載の金属多孔体の製造方法。
【請求項４】
　ローラと接触している多孔体シートの曲率半径が１５０ｍｍ以上となるようにすること
を特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項５】
　前記入口側ローラ、前記出口側ローラ、及び該入口側ローラと該出口側ローラとの間に
配置されたローラはいずれも直径が３００ｍｍ以上であることを特徴とする請求項１～４
のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造装置。
【請求項６】
　前記溶融塩浴槽がシートの入口開口と出口開口とを設けた外装容器内に収容されている
ことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項７】
　前記外装容器のシート入口開口部には入口ボックスが、また、シートの出口開口部には
出口ボックスがそれぞれ設けられ、このボックス部にスリット状のシートの通過口とガス
を排出するための排気口とが設けられ、外装容器内の雰囲気圧を外気圧よりも高く保持し
て前記シート通過口及び排気口からガスを外部に噴出させることを特徴とする請求項６に
記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項８】
　前記溶融塩浴槽が昇降装置を介して外装容器の底部に支持されて昇降可能となっており
、前記入口側ローラ及び出口側ローラが外装容器に軸支されており、入口側ローラと該出
口側ローラとの間に配置された中央部ローラが溶融塩浴槽に軸支されており、昇降装置に
よって溶融塩浴槽を上下方向に移動させることによって、入口側ローラと該出口側ローラ
との間に配置された中央部ローラが入口側ローラ及び出口側ローラに対して上下方向に移
動可能としたことを特徴とする請求項６又は７に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項９】
　溶融塩浴槽のシート出口側の溶融塩浴上にシートに随伴する溶融塩を除去するための液
切り手段としてガス吹付けノズルをシートに隣接して設け、ガス吹付けノズルからシート
にガスを吹き付けて液を吹き飛ばして除去することを特徴とする請求項１～８のいずれか
に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１０】
　前記吹付けガスが不活性ガスであることを特徴とする請求項９に記載のアルミニウム多
孔体の製造方法。
【請求項１１】
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　前記ガス吹付けノズルをシートの上面側と下面側とに設けることを特徴とする請求項９
または１０に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１２】
　前記溶融塩浴槽がアルミニウム容器と該アルミニウム容器の内壁面に設けたカーボン層
とからなることを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造
方法。
【請求項１３】
　前記アルミニウム容器と前記カーボン層との間に溶融塩浴を加熱するためのシースヒー
タが設けられていることを特徴とする請求項９に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
【請求項１４】
　前記溶融塩は、ＬｉＣｌ、ＫＣｌ、ＮａＣｌ及びＡｌＣｌ３からなる群より選択される
１種以上を含むことを特徴とする請求項１～１０のいずれかに記載の金属多孔体の製造方
法。
【請求項１５】
　前記発泡樹脂は発泡ウレタンであることを特徴とする請求項１～１１のいずれかに記載
の金属多孔体の製造方法。
【請求項１６】
　前記溶融塩の温度を５００℃以上６００℃以下とすることを特徴とする請求項１～１２
のいずれかに記載の金属多孔体の製造方法
【請求項１７】
　連通気孔を有する多孔質樹脂成形体の表面にアルミニウム膜を形成してなるアルミニウ
ム構造体のシートから前記多孔性樹脂成形体を分解処理により除去してアルミニウム多孔
体を製造する装置であって、溶融塩浴槽に入口側ローラ、出口側ローラ、及び該入口側ロ
ーラと該出口側ローラとの間に配置された中央部ローラを設け、前記中央部ローラは下方
部分が溶融塩浴に浸漬されており、前記メッシュベルトは、前記入口側ローラ及び出口側
ローラにおいては溶融塩に浸漬することなくローラの上側外周面に摺接するようにし、前
記中央部ローラにおいては溶融塩に浸漬してローラの下側外周面に摺接するように懸架さ
れており、ローラを駆動することによりメッシュベルトを搬送するようにしたことを特徴
とする金属多孔体の製造装置。
【請求項１８】
　前記入口側ローラ、出口側ローラ、及び前記入口側ローラと前記出口側ローラとの間に
配置されたローラはいずれも下方部分が溶融塩浴に浸漬されており、前記シートは前記入
口側ローラ及び出口側ローラにおいてはローラの上側外周面に摺接するようにされ、該入
口側ローラと該出口側ローラとの間に配置された複数のローラにおいてはローラの下側外
周面に摺接するようにされていることを特徴とする請求項１７に記載のアルミニウム多孔
体の製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、連通気孔を有する多孔質樹脂成形体の表面にアルミニウム層が形成されてな
るアルミニウム構造体から多孔質樹脂成形体を除去してアルミニウム多孔体を得る金属多
孔体の製造方法及び製造装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　三次元網目構造を有する金属多孔体は、各種フィルタ、触媒担体、電池用電極など多方
面に用いられている。例えばニッケルからなるセルメット（住友電気工業（株）製：登録
商標）がニッケル水素電池やニッケルカドミウム電池等の電池の電極材料として使用され
ている。セルメットは連通気孔を有する金属多孔体であり、金属不織布など他の多孔体に
比べて気孔率が高い（９０％以上）という特徴がある。これは発泡ウレタン等の連通気孔
を有する多孔体樹脂の骨格表面にニッケル層を形成した後、熱処理して発泡樹脂成形体を
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分解し、さらにニッケルを還元処理することで得られる。ニッケル層の形成は、発泡樹脂
成形体の骨格表面にカーボン粉末等を塗布して導電化処理した後、電気めっきによってニ
ッケルを析出させることで行われる。
【０００３】
　一方、ニッケルと同様にアルミニウムも導電性、耐腐食性、軽量などの優れた特徴があ
り、電池用途では例えば、リチウムイオン電池の正極として、アルミニウム箔の表面にコ
バルト酸リチウム等の活物質を塗布したものが使用されている。正極の容量を向上するた
めには、アルミニウムを多孔体にして表面積を大きくし、アルミニウム内部にも活物質を
充填することが考えられる。このようにすると電極を厚くしても活物質を利用でき、単位
面積当たりの活物質利用率が向上するからである。
【０００４】
　アルミニウム多孔体の製造方法として、特許文献１には、内部連通空間を有する三次元
網状のプラスチック基体にアークイオンプレーティング法によりアルミニウムの蒸着処理
を施して、２～２０μｍの金属アルミニウム層を形成する方法が記載されている。
　この方法によれば、２～２０μｍの厚さのアルミニウム多孔体が得られるとされている
が、気相法によるため大面積での製造は困難であり、基体の厚さや気孔率によっては内部
まで均一な層の形成が難しい。またアルミニウム層の形成速度が遅い、設備が高価などに
より製造コストが増大するなどの問題点がある。さらに、厚膜を形成する場合には、膜に
亀裂が生じたりアルミニウムの脱落が生じるおそれがある。
【０００５】
　また、特許文献２には、三次元網目状構造を有する発泡樹脂成形体の骨格にアルミニウ
ムの融点以下で共晶合金を形成する金属（銅等）による皮膜を形成した後、アルミニウム
ペーストを塗布し、非酸化性雰囲気下で５５０℃以上７５０℃以下の温度で熱処理をする
ことで有機成分（発泡樹脂）の消失及びアルミニウム粉末の焼結を行い、金属多孔体を得
る方法が記載されている。
　この方法によればアルミニウムと共晶合金を形成する層が出来てしまい、純度の高いア
ルミニウム層が形成できない。
【０００６】
　他の方法としては、アルミニウムめっきを三次元網目状構造を有する発泡樹脂成形体に
施すことが考えられる。アルミニウムの電気めっき方法自体は知られているが、アルミニ
ウムのめっきは、アルミニウムの酸素に対する親和力が大きく、電位が水素より低いため
に水溶液系のめっき浴で電気めっきを行うことが困難である。このため、従来よりアルミ
ニウムの電気めっきは非水溶液系のめっき浴で検討が行われている。例えば、金属表面の
酸化防止などの目的でアルミニウムをめっきする技術として、特許文献３にはオニウムハ
ロゲン化物とアルミニウムハロゲン化物とを混合溶融した低融点組成物をめっき浴として
用い、浴中の水分量を２ｗｔ％以下に維持しながら陰極にアルミニウムを析出させること
を特徴とする電気アルミニウムめっき方法が開示されている。
【０００７】
　しかしながら、アルミニウムの電気めっきについては金属表面へのめっきが可能である
のみで、樹脂成形体表面への電気めっき、とりわけ三次元網目構造を有する多孔質樹脂成
形体の表面に電気めっきする方法は知られていなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特許第３４１３６６２号公報
【特許文献２】特開平８－１７０１２６号公報
【特許文献３】特許第３２０２０７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
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　本発明者等は三次元網目構造を有する多孔質樹脂成形体の表面に電気めっきを施す方法
について鋭意検討したところ、少なくとも表面が導電化された樹脂成形体に、アルミニウ
ムを溶融塩浴中でめっきすることによりめっきが可能であることを見出して、アルミニウ
ム多孔体の製造方法を完成した（特願２０１０－１２２３６７号）。この製造方法による
と、骨格の芯として多孔質樹脂成形体を有するアルミニウム構造体が得られる。各種フィ
ルタや触媒担体などの用途によっては、このまま樹脂と金属の複合体として使用しても良
いが、使用環境の制約などから、樹脂が無い金属構造体として用いる場合には樹脂を除去
してアルミニウム多孔体とする必要がある。
【００１０】
　樹脂の除去は、有機溶媒、溶融塩、又は超臨界水による分解（溶解）、加熱分解等任意
の方法で行うことができる。ここで、高温での加熱分解等の方法は簡便であるが、アルミ
ニウムの酸化を伴う。アルミニウムはニッケル等と異なり、一旦酸化すると還元処理が困
難であるため、たとえば電池等の電極材料として使用する場合には、酸化により導電性が
失われることから用いることが出来ない。そこで、本発明者等はアルミニウムの酸化が起
こらないようにして樹脂を除去する方法として、多孔質樹脂成形体の表面にアルミニウム
層を形成してなるアルミニウム構造体を溶融塩に浸漬した状態で、該アルミニウム層に負
電位を印加しながらアルミニウムの融点以下の温度に加熱して多孔質樹脂成形体を分解し
て除去することによってアルミニウム多孔体を製造する方法を完成した（特願２０１０－
０７２３４８）。
【００１１】
　更に本発明者等は樹脂の分解を連続的に行うための方法として、シート状のアルミニウ
ム構造体をローラ等の搬送装置を用いて、溶融塩浴中に連続的に浸漬して樹脂の分解を行
い、得られたシート状のアルミニウム多孔体を溶融塩浴から連続的に引き出す方法につい
て検討を進めた。その結果、シート状アルミニウム多孔体は高温での引張り強度が小さい
ため、搬送のためにローラ等でシートに張力を加えるとシートが破断してしまうという課
題があることを見出した。
　本発明は、シート状アルミニウムを破断させることなく溶融塩浴から連続的に搬出する
方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題解決のため、本発明者らは鋭意検討を進めた結果、シート状のアルミニウム構
造体を溶融塩浴に搬入し、樹脂を分解して得られたアルミニウム多孔体を溶融塩浴から搬
出するための搬送手段としてローラに懸架したメッシュベルトを用い、このローラを駆動
させることによってメッシュベルトを搬送し、この搬送されるメッシュベルト上に前記シ
ートを載置してシートを搬送することによりシート状アルミニウム多孔体に大きな引張り
応力をかけることなく搬送することができ、これにより前記の課題を解決することができ
るとの知見を得て本発明を完成した。
　すなわち、本発明は以下に記載する通りのアルミニウム多孔体の製造方法及び製造装置
に係るものである。
【００１３】
（１）連通気孔を有する多孔質樹脂成形体の表面にアルミニウム膜を形成してなるアルミ
ニウム構造体のシートを溶融塩浴槽中の溶融塩浴に浸漬して前記多孔性樹脂成形体を分解
処理して除去した後にアルミニウム多孔体のシートを溶融塩浴から引き出す工程を含むア
ルミニウム多孔体の製造方法であって、ローラにメッシュベルトを懸架し、前記ローラを
駆動させることによってメッシュベルトを搬送し、搬送されるメッシュベルト上に前記シ
ートを載置してシートを搬送することを特徴とするアルミニウム多孔体の製造方法。
（２）前記複数のローラが溶融塩浴槽の入口側ローラ、出口側ローラ、及び該入口側ロー
ラと該出口側ローラとの間に配置された中央部ローラからなり、前記中央部ローラは下方
部分が溶融塩浴に浸漬されており、前記メッシュベルトは、前記入口側ローラ及び出口側
ローラにおいては溶融塩に浸漬することなくローラの上側外周面に摺接するようにし、前
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記中央部ローラにおいては溶融塩に浸漬してローラの下側外周面に摺接するようにして搬
送されることを特徴とする（１）に記載の金属多孔体の製造方法。
（３）前記入り口側ローラ及び前記出口側ローラをそれぞれ２個以上設置し、前記中央部
ローラを３個以上設置することを特徴とする（２）に記載の金属多孔体の製造方法。
（４）ローラと接触している多孔体シートの曲率半径が１５０ｍｍ以上となるようにする
ことを特徴とする（１）～（３）のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（５）前記入口側ローラ、前記出口側ローラ、及び該入口側ローラと該出口側ローラとの
間に配置されたローラはいずれも直径が３００ｍｍ以上であることを特徴とする（１）～
（４）のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造装置。
（６）前記溶融塩浴槽がシートの入口開口と出口開口とを設けた外装容器内に収容されて
いることを特徴とする（１）～（５）のいずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法
。
（７）前記外装容器のシート入口開口部には入口ボックスが、また、シートの出口開口部
には出口ボックスがそれぞれ設けられ、このボックス部にスリット状のシートの通過口と
ガスを排出するための排気口とが設けられ、外装容器内の雰囲気圧を外気圧よりも高く保
持して前記シート通過口及び排気口からガスを外部に噴出させることを特徴とする（６）
に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（８）前記溶融塩浴槽が昇降装置を介して外装容器の底部に支持されて昇降可能となって
おり、前記入口側ローラ及び出口側ローラが外装容器に軸支されており、入口側ローラと
該出口側ローラとの間に配置された中央部ローラが溶融塩浴槽に軸支されており、昇降装
置によって溶融塩浴槽を上下方向に移動させることによって、入口側ローラと該出口側ロ
ーラとの間に配置された中央部ローラが入口側ローラ及び出口側ローラに対して上下方向
に移動可能としたことを特徴とする（６）又は（７）に記載のアルミニウム多孔体の製造
方法。
（９）溶融塩浴槽のシート出口側の溶融塩浴上にシートに随伴する溶融塩を除去するため
の液切り手段としてガス吹付けノズルをシートに隣接して設け、ガス吹付けノズルからシ
ートにガスを吹き付けて液を吹き飛ばして除去することを特徴とする（１）～（８）のい
ずれかに記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（１０）前記吹付けガスが不活性ガスであることを特徴とする（９）に記載のアルミニウ
ム多孔体の製造方法。
（１１）前記ガス吹付けノズルをシートの上面側と下面側とに設けることを特徴とする（
９）又は（１０）に記載のアルミニウム多孔体の製造方法。
（１２）前記溶融塩浴槽がアルミニウム容器と該アルミニウム容器の内壁面に設けたカー
ボン層とからなることを特徴とする（１）～（８）のいずれかに記載のアルミニウム多孔
体の製造方法。
（１３）前記アルミニウム容器と前記カーボン層との間に溶融塩浴を加熱するためのシー
スヒータが設けられていることを特徴とする（９）に記載のアルミニウム多孔体の製造方
法。
（１４）前記溶融塩は、ＬｉＣｌ、ＫＣｌ、ＮａＣｌ及びＡｌＣｌ３からなる群より選択
される１種以上を含むことを特徴とする（１）～（１０）のいずれかに記載の金属多孔体
の製造方法。
（１５）前記発泡樹脂は発泡ウレタンであることを特徴とする（１）～（１１）のいずれ
かに記載の金属多孔体の製造方法。
（１６）前記溶融塩の温度を５００℃以上６００℃以下とすることを特徴とする（１）～
（１２）のいずれかに記載の金属多孔体の製造方法
（１７）連通気孔を有する多孔質樹脂成形体の表面にアルミニウム膜を形成してなるアル
ミニウム構造体のシートから前記多孔性樹脂成形体を分解処理により除去してアルミニウ
ム多孔体を製造する装置であって、溶融塩浴槽に入口側ローラ、出口側ローラ、及び該入
口側ローラと該出口側ローラとの間に配置された中央部ローラを設け、前記中央部ローラ
は下方部分が溶融塩浴に浸漬されており、前記メッシュベルトは、前記入口側ローラ及び
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出口側ローラにおいては溶融塩に浸漬することなくローラの上側外周面に摺接するように
し、前記中央部ローラにおいては溶融塩に浸漬してローラの下側外周面に摺接するように
懸架されており、ローラを駆動することによりメッシュベルトを搬送するようにしたこと
を特徴とする金属多孔体の製造装置。
（１８）前記入口側ローラ、出口側ローラ、及び前記入口側ローラと前記出口側ローラと
の間に配置されたローラはいずれも下方部分が溶融塩浴に浸漬されており、前記シートは
前記入口側ローラ及び出口側ローラにおいてはローラの上側外周面に摺接するようにされ
、該入口側ローラと該出口側ローラとの間に配置された複数のローラにおいてはローラの
下側外周面に摺接するようにされていることを特徴とする（１７）に記載のアルミニウム
多孔体の製造装置。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、シート状樹脂成形体表面、特に三次元網目構造を有する多孔質樹脂成
形体の表面にアルミニウムめっきを形成したシート状アルミニウム構造体を工業的に連続
生産することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明によるアルミニウム構造体の製造工程を示すフロー図である。
【図２】本発明によるアルミニウム構造体の製造工程を説明する断面模式図である。
【図３】多孔質樹脂成形体の一例としての発泡ウレタン樹脂の構造を示す表面拡大写真で
ある。
【図４】導電性塗料による樹脂成形体表面の連続導電化工程の一例を説明する図である。
【図５】溶融塩めっきによるアルミニウム連続めっき工程の一例を説明する図である。
【図６】本発明における処理装置の一例を説明する図である。
【図７】本発明における処理装置の他の例を説明する図である。
【図８】アルミニウム多孔体をリチウム電池に適用した構造例を示す模式図である。
【図９】アルミニウム多孔体非水電解質を用いたキャパシタに適用した構造例を示す模式
図である。
【図１０】アルミニウム多孔体を溶融塩電池に適用した構造例を示す断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、アルミニウム多孔体を製造するプロセスにおいて本発明のアルミめっき法を適用
する例を代表例として適宜図を参照して説明する。以下で参照する図面で同じ番号が付さ
れている部分は同一またはそれに相当する部分である。なお、本発明はこれに限定される
ものではなく、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲
内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【００１７】
（アルミニウム構造体の製造工程）
　図１は、アルミニウム構造体の製造工程を示すフロー図である。また図２は、フロー図
に対応して樹脂成形体を芯材としてアルミニウムめっき膜を形成する様子を模式的に示し
たものである。両図を参照して製造工程全体の流れを説明する。まず基体樹脂成形体の準
備１０１を行う。図２（ａ）は、基体樹脂成形体の例として、連通気孔を有する発泡樹脂
成形体の表面を拡大視した拡大模式図である。発泡樹脂成形体１を骨格として気孔が形成
されている。次に樹脂成形体表面の導電化１０２を行う。この工程により、図２（ｂ）に
示すように樹脂成形体１の表面には薄く導電体による導電層２が形成される。
　続いて溶融塩中でのアルミニウムめっき１０３を行い、導電層が形成された樹脂成形体
の表面にアルミニウムめっき層３を形成する（図２（ｃ））。これで、基体樹脂成形体を
基材として表面にアルミニウムめっき層３が形成されたアルミニウム構造体が得られる。
基体樹脂成形体はそのまま残してもよいが、用途に応じて、基体樹脂成形体の除去１０４
を行っても良い。発泡樹脂成形体１を分解等して消失させることにより金属層のみが残っ
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たアルミニウム構造体（多孔体）を得ることができる（図２（ｄ））。以下各工程につい
て順を追って説明する。
【００１８】
（多孔質樹脂成形体の準備）
　三次元網目構造を有し連通気孔を有する多孔質樹脂成形体を準備する。多孔質樹脂成形
体の素材は任意の樹脂を選択できる。ポリウレタン、メラミン、ポリプロピレン、ポリエ
チレン等の発泡樹脂成形体が素材として例示できる。発泡樹脂成形体と表記したが、連続
した気孔（連通気孔）を有するものであれば任意の形状の樹脂成形体を選択できる。例え
ば繊維状の樹脂を絡めて不織布のような形状を有するものも発泡樹脂成形体に代えて使用
可能である。発泡樹脂成形体の気孔率は８０％～９８％、気孔径は５０μｍ～５００μｍ
とするのが好ましい。発泡ウレタン及び発泡メラミンは気孔率が高く、また気孔の連通性
があるとともに分解性にも優れているため発泡樹脂成形体として好ましく使用できる。
発泡ウレタンは気孔の均一性や入手の容易さ等の点で好ましく、発泡ウレタンは気孔径の
小さなものが得られる点で好ましい。
【００１９】
　多孔質樹脂成形体には発泡体製造過程での製泡剤や未反応モノマーなどの残留物がある
ことが多く、洗浄処理を行うことが後の工程のために好ましい。多孔質樹脂成形体の例と
して、発泡ウレタンを前処理として洗浄処理したものを図３に示す。樹脂成形体が骨格と
して三次元的に網目を構成することで、全体として連続した気孔を構成している。発泡ウ
レタンの骨格はその延在方向に垂直な断面において略三角形状をなしている。ここで気孔
率は、次式で定義される。
　気孔率＝（１－（多孔質材の重量［ｇ］／（多孔質材の体積［ｃｍ３］×素材密度））
）×１００［％］
　また、気孔径は、樹脂成形体表面を顕微鏡写真等で拡大し、１インチ（２５．４ｍｍ）
あたりの気孔数をセル数として計数して、平均孔径＝２５．４ｍｍ／セル数として平均的
な値を求める。
【００２０】
（樹脂成形体表面の導電化）
　電解めっきを行うために、発泡樹脂の表面をあらかじめ導電化処理する。発泡状樹脂の
表面に導電性を有する層を設けることができる処理である限り特に制限はなく、ニッケル
等の導電性金属の無電解めっき、アルミニウム等の蒸着及びスパッタ、又はカーボン等の
導電性粒子を含有した導電性塗料の塗布等任意の方法を選択できる。
　導電化処理の例として、アルミニウムのスパッタリング処理によって導電化処理する方
法、及び導電性粒子としてカーボンを用いて発泡樹脂の表面を導電化処理する方法につい
て以下述べる。
【００２１】
－アルミニウムのスパッタリング－
　アルミニウムを用いたスパッタリング処理としては、アルミニウムをターゲットとする
限り限定的でなく、常法に従って行えばよい。例えば、基板ホルダーに発泡状樹脂を取り
付けた後、不活性ガスを導入しながら、ホルダーとターゲット（アルミニウム）との間に
直流電圧を印加することにより、イオン化した不活性ガスをアルミニウムに衝突させて、
はじき飛ばされたアルミニウム粒子を発泡状樹脂表面に堆積することによってアルミニウ
ムのスパッタ膜を形成する。なお、スバッタリング処理は発泡状樹脂が溶解しない温度下
で行うことが好ましく、具体的には、１００～２００℃程度、好ましくは１２０～１８０
℃程度で行えばよい。
【００２２】
－カーボン塗布－
　導電性塗料としてのカーボン塗料を準備する。導電性塗料としての懸濁液は、好ましく
は、カーボン粒子、粘結剤、分散剤および分散媒を含む。導電性粒子の塗布を均一に行う
には、懸濁液が均一な懸濁状態を維持している必要がある。このため、懸濁液は、２０℃
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～４０℃に維持されていることが好ましい。その理由は、懸濁液の温度が２０℃未満にな
った場合、均一な懸濁状態が崩れ、合成樹脂成形体の網状構造をなす骨格の表面に粘結剤
のみが集中して層を形成するからである。この場合、塗布されたカーボン粒子の層は剥離
し易く、強固に密着した金属めっきを形成し難い。一方、懸濁液の温度が４０℃を越えた
場合は、分散剤の蒸発量が大きく、塗布処理時間の経過とともに懸濁液が濃縮されてカー
ボンの塗布量が変動しやすい。また、カーボン粒子の粒径は、０．０１～５μｍで、好ま
しくは０．０１～０．５μｍである。粒径が大きいと多孔質樹脂成形体の空孔を詰まらせ
たり、平滑なめっきを阻害する要因となり、小さすぎると十分な導電性を確保することが
難しくなる。
【００２３】
　多孔質樹脂成形体へのカーボン粒子の塗布は、上記懸濁液に対象となる樹脂成形体を浸
漬し、絞りと乾燥を行うことで可能である。図４は実用上の製造工程の一例として、骨格
となる帯状の多孔質合成樹脂成形体を導電化する処理装置の構成例を模式的に示す図であ
る。図示の如くこの装置は、帯状樹脂１１を供給するサプライボビン１２と、導電性塗料
の懸濁液１４を収容した槽１５と、槽１５の上方に配置された１対の絞りロール１７と、
走行する帯状樹脂１１の側方に対向して設けられた複数の熱風ノズル１６と、処理後の帯
状樹脂１１を巻き取る巻取りボビン１８とを備えている。また、帯状樹脂１１を案内する
ためのデフレクタロール１３が適宜配置されている。以上のように構成された装置におい
て、三次元網状構造を有する帯状樹脂１は、サプライボビン１２から巻き戻され、デフレ
クタロール１３により案内されて、槽１５内の懸濁液内に浸漬される。槽１５内で懸濁液
１４に浸漬された帯状樹脂１１は、上方に向きを変え、懸濁液１４の液面上方の絞りロー
ル１７の間を走行する。このとき、絞りロール１７の間隔は、帯状樹脂１１の厚さよりも
小さくなっており、帯状樹脂１１は圧縮される。従って、帯状樹脂１１に含浸された過剰
な懸濁液は、絞り出されて槽１５内に戻る。
【００２４】
　続いて、帯状樹脂１１は、再び走行方向を変える。ここで、複数のノズルから構成され
た熱風ノズル１６が噴射する熱風により懸濁液の分散媒等が除去され、充分に乾燥された
上で帯状樹脂１１は巻取りボビン１８に巻き取られる。尚、熱風ノズル１６の噴出する熱
風の温度は４０℃から８０℃の範囲であることが好ましい。以上のような装置を用いると
、自動的かつ連続的に導電化処理を実施することができ、目詰まりのない網目構造を有し
、且つ、均一な導電層を具備した骨格が形成されるので、次工程の金属めっきを円滑に行
うことができる。
【００２５】
（アルミニウム層の形成：溶融塩めっき）
　次に溶融塩中で電解めっきを行い、樹脂成形体表面にアルミニウムめっき層を形成する
。
　溶融塩浴中でアルミニウムのめっきを行うことにより特に三次元網目構造を有する樹脂
多孔体のように複雑な骨格構造の表面に均一に厚いアルミニウム層を形成することができ
る。
　表面が導電化された樹脂成形体を陰極、純度９９．９９％のアルミニウムを陽極として
溶融塩中で直流電流を印加する。溶融塩としては、有機系ハロゲン化物とアルミニウムハ
ロゲン化物の共晶塩である有機溶融塩、アルカリ金属のハロゲン化物とアルミニウムハロ
ゲン化物の共晶塩である無機溶融塩を使用することができる。比較的低温で溶融する有機
溶融塩浴を使用すると、基材である樹脂成形体を分解することなくめっきができ好ましい
。有機系ハロゲン化物としてはイミダゾリウム塩、ピリジニウム塩等が使用でき、具体的
には１－エチル－３－メチルイミダゾリウムクロライド（ＥＭＩＣ）、ブチルピリジニウ
ムクロライド（ＢＰＣ）が好ましい。
　溶融塩中に水分や酸素が混入すると溶融塩が劣化するため、めっきは窒素、アルゴン等
の不活性ガス雰囲気下で、かつ密閉した環境下で行うことが好ましい。
【００２６】
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　溶融塩浴としては窒素を含有した溶融塩浴が好ましく、中でもイミダゾリウム塩浴が好
ましく用いられる。溶融塩として高温で溶融する塩を使用した場合は、めっき層の成長よ
りも樹脂が溶融塩中に溶解や分解する方が早くなり、樹脂成形体表面にめっき層を形成す
ることができない。イミダゾリウム塩浴は、比較的低温であっても樹脂に影響を与えず使
用可能である。イミダゾリウム塩として、１，３位にアルキル基を持つイミダゾリウムカ
チオンを含む塩が好ましく用いられ、特に塩化アルミニウム－１－エチル－３－メチルイ
ミダゾリウムクロライド（ＡｌＣｌ３－ＥＭＩＣ）系溶融塩が、安定性が高く分解し難い
ことから最も好ましく用いられる。発泡ウレタン樹脂や発泡メラミン樹脂などへのめっき
が可能であり、溶融塩浴の温度は１０℃から６０℃、好ましくは２５℃から４５℃である
。低温になる程めっき可能な電流密度範囲が狭くなり、多孔体表面全体へのめっきが難し
くなる。６０℃以上の高温では基材樹脂の形状が損なわれる不具合が生じやすい。
【００２７】
　金属表面への溶融塩アルミニウムめっきにおいて、めっき表面の平滑性向上の目的でＡ
ｌＣｌ３－ＥＭＩＣにキシレン、ベンゼン、トルエン、１，１０－フェナントロリンなど
の添加剤を加えることが報告されている。本発明者らは特に三次元網目構造を備えた樹脂
多孔体上にアルミニウムめっきを施す場合に、１，１０－フェナントロリンの添加により
アルミニウム多孔体の形成に特有の効果が得られることを見出した。すなわち、多孔体を
形成するアルミニウム骨格が折れにくいという第１の特徴と、多孔体の表面部と内部との
めっき厚さの差が小さい均一なめっきが可能であるという第２の特徴が得られるのである
。
【００２８】
　以上の、折れにくい、めっき厚が内外で均一という２つの特徴により、完成したアルミ
ニウム多孔体をプレスする場合などに、骨格全体が折れにくく均等にプレスされた多孔体
を得ることができる。アルミニウム多孔体を電池等の電極材料として用いる場合に、電極
に電極活物質を充填してプレスにより密度を上げることが行われ、活物質の充填工程やプ
レス時に骨格が折れやすいため、このような用途では極めて有効である。
【００２９】
　上記のことから、溶融塩浴に有機溶媒を添加することが好ましく、特に１，１０－フェ
ナントロリンが好ましく用いられる。めっき浴への添加量は、０．２５～７ｇ／Ｌが好ま
しい。０．２５ｇ／Ｌ以下では平滑性に乏しいめっきで脆く、また表層と内部の厚み差を
小さくする効果が得られ難い。また７ｇ／Ｌ以上ではめっき効率が低下し所定のめっき厚
を得ることが困難になる。
【００３０】
　図５は前述の帯状樹脂に対してアルミニウムメッキ処理を連続的に行うための装置の構
成を模式的に示す図である。表面が導電化された帯状樹脂２２が、図の左から右に送られ
る構成を示す。第１のめっき槽２１ａは、円筒状電極２４と容器内壁に設けられたアルミ
ニウムからなる陽極２５およびめっき浴２３から構成される。帯状樹脂２２は円筒状電極
２４に沿ってめっき浴２３の中を通過することにより、樹脂成形体全体に均一に電流が流
れやすく、均一なめっきを得ることが出来る。めっき槽２１ｂは、さらにめっきを厚く均
一に付けるための槽であり複数の槽で繰り返しめっきされるように構成されている。表面
が導電化された帯状樹脂２２を送りローラと槽外給電陰極を兼ねた電極ローラ２６により
順次送りながら、めっき浴２８に通過させることでめっきを行う。複数の槽内には樹脂成
形体の両面にめっき浴２８を介して設けられたアルミニウムからなる陽極２７があり、樹
脂成形体の両面により均一なめっきを付けることができる。めっきされたアルミ多孔体に
窒素ブローでめっき液を十分除去した後、水洗しアルミ多孔体を得られる。
【００３１】
　一方、樹脂が溶解等しない範囲で溶融塩として無機塩浴を用いることもできる。無機塩
浴とは、代表的にはＡｌＣｌ３－ＸＣｌ（Ｘ：　アルカリ金属）の２成分系あるいは多成
分系の塩である。このような無機塩浴はイミダゾリウム塩浴のような有機塩浴に比べて一
般に溶融温度は高いが、水分や酸素など環境条件の制約が少なく、全体に低コストでの実
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用化が可能とできる。樹脂が発泡メラミン樹脂である場合は、発泡ウレタン樹脂に比べて
高温での使用が可能であり、６０℃～１５０℃での無機塩浴が用いられる。
【００３２】
　以上の工程により骨格の芯として樹脂成形体を有するアルミニウム構造体（アルミニウ
ム多孔体）が得られる。各種フィルタや触媒担体などの用途によっては、このまま樹脂と
金属の複合体として使用しても良いが、使用環境の制約などから、樹脂が無い金属構造体
として用いる場合には樹脂を除去する。本発明においては、アルミニウムの酸化が起こら
ないように、以下に説明する溶融塩中での分解により樹脂を除去する。
【００３３】
（樹脂の除去：溶融塩による処理）
　溶融塩中での処理は以下の方法で行う。表面にアルミニウムめっき層を形成した樹脂成
形体を溶融塩に浸漬し、アルミニウム層に負電位（アルミニウムの標準電極電位より卑な
電位）を印加しながら加熱して発泡樹脂成形体を除去する。溶融塩に浸漬した状態で負電
位を印加すると、アルミニウムを酸化させることなく発泡樹脂成形体を分解することがで
きる。加熱温度は発泡樹脂成形体の種類に合わせて適宜選択できる。樹脂成形体がウレタ
ンである場合には分解は約３８０℃で起こるため溶融塩浴の温度は３８０℃以上にする必
要があるが、アルミニウムを溶融させないためにはアルミニウムの融点（６６０℃）以下
の温度で処理する必要がある。好ましい温度範囲は５００℃以上６００℃以下である。ま
た印加する負電位の量は、アルミニウムの還元電位よりマイナス側で、かつ溶融塩中のカ
チオンの還元電位よりプラス側とする。このような方法によって、連通気孔を有し、表面
の酸化層が薄く酸素量の少ないアルミニウム多孔体を得ることができる。
【００３４】
　樹脂の除去に使用する溶融塩としては、アルミニウムの電極電位が卑となるようなアル
カリ金属又はアルカリ土類金属のハロゲン化物の塩が使用できる。具体的には塩化リチウ
ム（ＬｉＣｌ）、塩化カリウム（ＫＣｌ）、塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）、塩化アルミニ
ウム（ＡｌＣｌ３）からなる群より選択される１種以上を含むと好ましい。このような方
法によって連通気孔を有し、表面の酸化層が薄く酸素量の少ないアルミニウム多孔体を得
ることができる。
【００３５】
　図６は樹脂を除去するための処理槽の一例を示す図である。
　処理槽２９は溶融塩浴槽３０と外装容器３１とから構成される。溶融塩浴槽３０は外装
容器３１内に載置されている。溶融塩浴槽３０は溶融塩浴槽３０の外側壁を形成するステ
ンレス容器３５と溶融塩浴を所定の温度に加熱するための加熱機構（図ではシースヒータ
）３６と溶融塩浴槽３０の内側壁面を形成するカーボン３７層とから構成される。溶融塩
浴槽３０には陽極３４が設置されている。
　溶融塩浴槽３０には溶融塩が収容されており、この溶融塩浴にシート状アルミニウム構
造体３２が浸漬され、樹脂が分解除去樹脂されてシート状アルミニウム多孔体３３が溶融
塩浴から搬出される（以下では、シート状アルミニウム構造体及びシート状アルミニウム
多孔体のそれぞれを単に「シート」ということがある）。
【００３６】
　溶融塩浴槽をステンレス材から構成すると溶融塩にＦｅが溶け出し、そのＦｅがアルミ
ニウム多孔体のＡｌと置換析出して電池の用途に用いた場合に電池特性が低下するという
問題がある。また、溶融塩浴槽をカーボン材から構成すると腐食の問題はないがカーボン
の加工性の点に問題がある。更に溶融塩浴槽をアルミニウムから構成すると純度の点では
問題はないが、高温でアルミニウムが変形する虞がある。このため、図示したように、ア
ルミニウム容器３５の表面にカーボン層を形成した構成をとる。
　また、外装容器３１は外部壁面を構成するステンレス層３９と、その内側の断熱層４０
と、シースヒータ４１と、内部壁面を構成するステンレス層４２とから構成される。
【００３７】
　処理槽２９を上記のように溶融塩浴槽３０と外装容器３１との二重構造とするのは処理
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装置を外気から遮断するためである。アルミニウムは酸化され易いため、アルミニウム構
造体及びアルミニウム多孔体を取り扱う雰囲気は無酸素雰囲気、例えば窒素ガス雰囲気と
する必要がある。外装容器はこの無酸素雰囲気を確保するために設けられている。
　外装容器３１のシート入口部には入口ボックス４６を、また、外装容器３１のシート出
口部には出口ボックス４７をそれぞれ設け、このボックス部にスリット状のシート通過口
４９とガスを排出するための排気口５０とを設けると共に、外装容器３１内の雰囲気圧を
外気圧よりも高く保持することによって、前記シート通過口４９及び排気口５０からガス
を外部に噴出させることによって外気（大気）が処理槽内に侵入するのを防ぐ。
　シート３２はガイドローラ４８にガイドされてシート通過口４９を通り処理装置２９内
に搬入される。
【００３８】
　溶融塩浴槽３０にはローラＲ１～Ｒ８が設置されている。ローラＲ１～Ｒ８にはメッシ
ュベルト３８が図示するように懸架されている。すなわち、シートの入口部及び出口部の
それぞれに２個以上のローラ（Ｒ１、Ｒ２及びＲ６、Ｒ７）をローラの上部外周面がメッ
シュベルト３８の内周面に摺接するようにしてメッシュベルトを搬送する。また、他のロ
ーラＲ３～Ｒ５はその少なくともその下部が溶融塩浴に浸漬しており、下部外周面がメッ
シュベルト３８の外周面に摺接するようにメッシュベルトが懸架されており、メッシュベ
ルトが溶融塩に浸漬するようになっている。
　メッシュベルトをこのように懸架するのは溶融塩浴内で浮力を受けて浮上しようとする
シートをローラＲ３～Ｒ５によって押さえつけて浮上を防止するためである。また、ロー
ラＲ３～Ｒ５の下方にはローラＲ８がメッシュベルトをガイドするために設置されている
。
　溶融塩浴に浸漬するローラＲ３～Ｒ５、Ｒ８の材質はカーボン製とすることが好ましい
。すなわち、ローラを金属製とする場合には純度の点でアルミニウムを使用することが考
えられるがアルミニウムは高温で強度が低下するという問題がある。このため、ローラ材
質としてはカーボンを用いることが好ましい。また、ローラの軸受は強度及び純度の点か
ら石英を用いることが好ましい。
【００３９】
　図７に処理槽の更に好適な例を示す。
　溶融塩浴槽３０は昇降装置４３を介して外装容器３１に支持されている。この昇降装置
４３は溶融塩浴槽３０を上下動させるために設けられている。樹脂の分解処理の初期にお
いてシートを図示のように各ローラに掛け回すには、昇降装置４３によって溶融塩浴槽３
０を上昇させることにより溶融塩浴槽に軸支されたローラＲ３～Ｒ５、Ｒ８を上昇させて
、ローラＲ３～Ｒ５の下端面がローラＲ１、Ｒ２の上端面と同じ高さになるようにすると
共に、ローラＲ８の下端面がローラＲ１、Ｒ２の下端面と同じになるようにし、次いでシ
ートをローラＲ１、Ｒ２の上端面及びローラＲ３～Ｒ５、Ｒ８の下端面に接するように挿
通させる。この後に昇降装置４３によって溶融塩浴槽３０を下降させてローラＲ３～Ｒ５
、Ｒ８によってシートを押さえつけてシートを溶融塩浴に浸漬させる。また、昇降装置４
３を設けることによっては処理層２９のメンテナンスが容易となる。
【００４０】
　前記したように、溶融塩浴は５００℃以上６００℃以下の温度で運転されるが、アルミ
ニウム多孔体はこのような高温では引張り強度が低下する。そして、シートを直接ローラ
等で搬送すると、シートには引張り応力がかかり、また、アルミニウム多孔体は多孔質で
あるためその孔中に溶融塩を含んでおり、シートを溶融塩から引き上げる段階で溶融塩の
重量分だけ更にシートに引っ張り応力が加わることになりアルミニウム多孔体の破断が生
じやすくなる。そこで、本発明では、メッシュベルトをローラによって搬送し、このメッ
シュベルトの上にシートを載置してメッシュベルトと共にシートを搬送するようにした。
このようにすることによってシートにかかる引張り応力を０．１ＭＰａ以下にまで低める
ことができ、シートが破断するのを防ぐことができる。
　また、シートがローラＲ２からローラＲ３へ向かうとき及びローラＲ５からローラＲ６
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に向かうときシートは曲率半径をもって方向を変える。この曲率半径が小さいとシートが
破断しやすくなるため、この曲率半径が１５０ｍｍ以上となるようにローラの径及びロー
ラの設置位置を設定することが好ましい。
【００４１】
　シートの出口付近にはシートに随伴される溶融塩を除去するための液切り手段４５が設
けられる。液切り手段４５としてはスリット状のノズルを有するガス吹付け手段を複数個
設けてシートに向かってガスを吹き付けることによってシートに含まれる溶融塩を吹き飛
ばす方法が効果的である。ガス吹付け手段はシートの上下両側のそれぞれに一つ以上設け
ることが好ましい。
　吹付けガスとしてはアルミニウム金属体を酸化させることのないガスであれば使用可能
であり、窒素ガス、Ａｒガスなどの不活性ガスを用いることが好ましい。また、ガスの吹
付けによって溶融塩の温度が低下して粘度が高まると液切りしにくくなるので、液切り部
におけるシートの温度は４００℃以上に保持することが好ましく、このため加熱されたガ
スを吹き付けることが好ましい。また、吹付けガスの風速が大き過ぎるとシートが判断す
る虞があるので、シートの引張り強度に応じて吹付けガスの風速を調節する必要がある。
１ｍｍ厚のシートについて試験をしたところ４０ｍ／ｓｅｃ以下の速度でガスを吹き付け
れば破断することがない。
【００４２】
（リチウム電池）
　次にアルミニウム多孔体を用いた電池用電極材料及び電池について説明する。例えばリ
チウム電池の正極に使用する場合は、活物質としてコバルト酸リチウム（ＬｉＣｏＯ２）
、マンガン酸リチウム（ＬｉＭｎ２Ｏ４）、ニッケル酸リチウム（ＬｉＮｉＯ２）等を使
用する。活物質は導電助剤及びバインダーと組み合わせて使用する。従来のリチウム電池
用正極材料は、アルミニウム箔の表面に活物質を塗布している。単位面積当たりの電池容
量を向上するために、活物質の塗布厚みを厚くしている。また活物質を有効に利用するた
めにはアルミニウム箔と活物質とが電気的に接触している必要があるので活物質は導電助
剤と混合して用いられている。これに対し、本発明のアルミニウム多孔体は気孔率が高く
単位面積当たりの表面積が大きい。よって多孔体の表面に薄く活物質を担持させても活物
質を有効に利用でき、電池の容量を向上できるとともに、導電助剤の混合量を少なくする
ことができる。リチウム電池は、上記の正極材料を正極とし、負極には黒鉛、電解質には
有機電解液を使用する。このようなリチウム電池は、小さい電極面積でも容量を向上でき
るため、従来のリチウム電池よりも電池のエネルギー密度を高くすることができる。
【００４３】
　リチウム電池に使用される電解質には、非水電解液と固体電解質がある。
　図８は、固体電解質を使用した全固体リチウム電池の縦断面図である。この全固体リチ
ウム電池６０は、正極６１、負極６２、および、両電極間に配置される固体電解質層（Ｓ
Ｅ層）６３を備える。正極６１は、正極層（正極体）６４と正極集電体６５とからなり、
負極６２は、負極層６６と負極集電体６７とからなる。
　電解質として、固体電解質以外に、非水電解液が用いられる。この場合、両極間には、
セパレータ（多孔質ポリマーフィルム等）が配置され、非水電解液は両極およびセパレー
タ中に含浸される。
【００４４】
（キャパシタ）
　アルミニウム多孔体は、キャパシタ用の電極材料として使用することもできる。アルミ
ニウム多孔体をキャパシタ用の電極材料として使用する場合は、電極活物質として活性炭
等を使用する。活性炭は導電助剤やバインダーと組み合わせて使用する。導電助剤として
は黒鉛、カーボンナノチューブ等が使用できる。またバインダーとしてはポリテトラフル
オロエチレン（ＰＴＦＥ）、スチレンブタジエンゴム等を使用できる。
【００４５】
　図９は上記のキャパシタ用電極材料を用いたキャパシタの一例を示す断面模式図である
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。セパレータ１４２で仕切られた有機電解液１４３中に、アルミニウム多孔体に電極活物
質を担持した電極材料を分極性電極１４１として配置している。電極材料１４１はリード
線１４４に接続しており、これら全体がケース１４５中に収納されている。アルミニウム
多孔体を集電体として使用することで、集電体の表面積が大きくなり、活物質としての活
性炭を薄く塗布しても高出力、高容量化可能なキャパシタを得ることができる。
【００４６】
（溶融塩電池）
　アルミニウム多孔体は、溶融塩電池用の電極材料として使用することもできる。アルミ
ニウム多孔体を正極材料として使用する場合は、活物質として亜クロム酸ナトリウム（Ｎ
ａＣｒＯ２）、二硫化チタン（ＴｉＳ２）等、電解質となる溶融塩のカチオンをインター
カレーションすることができる金属化合物を使用する。活物質は導電助剤及びバインダー
と組み合わせて使用する。導電助剤としてはアセチレンブラック等が使用できる。またバ
インダーとしてはポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）等を使用できる。活物質とし
てクロム酸ナトリウムを使用し、導電助剤としてアセチレンブラックを使用する場合には
、ＰＴＦＥはこの両者をより強固に固着することができ好ましい。
【００４７】
　アルミニウム多孔体は、溶融塩電池用の負極材料として用いることもできる。アルミニ
ウム多孔体を負極材料として使用する場合は、活物質としてナトリウム単体やナトリウム
と他の金属との合金、カーボン等を使用できる。ナトリウムの融点は約９８℃であり、ま
た温度が上がるにつれて金属が軟化するため、ナトリウムと他の金属（Ｓｉ、Ｓｎ、Ｉｎ
等）とを合金化すると好ましい。このなかでも特にナトリウムとＳｎとを合金化したもの
は扱いやすいため好ましい。ナトリウム又はナトリウム合金は、アルミニウム多孔体の表
面に電解メッキ、溶融メッキ等の方法で担持させることができる。また、アルミニウム多
孔体にナトリウムと合金化させる金属（Ｓｉ等）をメッキ等の方法で付着させた後、溶融
塩電池中で充電することでナトリウム合金とすることもできる。
【００４８】
　図１０は上記の電池用電極材料を用いた溶融塩電池の一例を示す断面模式図である。溶
融塩電池は、アルミニウム多孔体のアルミ骨格部の表面に正極用活物質を担持した正極１
２１と、アルミニウム多孔体のアルミ骨格部の表面に負極用活物質を担持した負極１２２
と、電解質である溶融塩を含浸させたセパレータ１２３とをケース１２７内に収納したも
のである。ケース１２７の上面と負極との間には、押え板１２４と押え板を押圧するバネ
１２５とからなる押圧部材１２６が配置されている。押圧部材を設けることで、正極１２
１、負極１２２、セパレータ１２３の体積変化があった場合でも均等押圧してそれぞれの
部材を接触させることができる。正極１２１の集電体（アルミニウム多孔体）、負極１２
２の集電体（アルミニウム多孔体）はそれぞれ、正極端子１２８、負極端子１２９に、リ
ード線１３０で接続されている。
【００４９】
　電解質としての溶融塩としては、動作温度で溶融する各種の無機塩又は有機塩を使用す
ることができる。溶融塩のカチオンとしては、リチウム（Ｌｉ）、ナトリウム（Ｎａ）、
カリウム（Ｋ）、ルビジウム（Ｒｂ）及びセシウム（Ｃｓ）等のアルカリ金属、ベリリウ
ム（Ｂｅ）、マグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）及び
バリウム（Ｂａ）等のアルカリ土類金属から選択した１種以上を用いることができる。
【００５０】
　溶融塩の融点を低下させるために、２種以上の塩を混合して使用することが好ましい。
例えばＫＦＳＡとＮａＦＳＡとを組み合わせて使用すると、電池の動作温度を９０℃以下
とすることができる。
【００５１】
　溶融塩はセパレータに含浸させて使用する。セパレータは正極と負極とが接触するのを
防ぐためのものであり、ガラス不織布や、多孔質樹脂成形体等を使用できる。上記の正極
、負極、溶融塩を含浸させたセパレータを積層してケース内に収納し、電池として使用す
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る。
【実施例】
【００５２】
　以下では、本発明を実施例及び比較例に基づいて具体的に説明する。
［実施例１］
（導電層の形成）
　多孔質樹脂成形体として、気孔率９７％、気孔径約３００μｍ、厚さ１ｍｍ、幅１３０
ｍｍの帯状のポリウレタンフォームを準備し、ポリウレタンフォームの表面にアルミニウ
ムを目付量１０ｇ／ｍ２で蒸着し、アルミニウム層を形成した。
【００５３】
（溶融塩めっき）
　上記で得た表面に導電層を形成した帯状のウレタン基材をワークとして、図６に示す装
置を用いてめっきを行った。
　溶融塩アルミめっき浴（ＥＭＩＣ：ＡｌＣｌ３＝１：２）の浴温は６０℃とし、ワーク
を陰極側とし、陽極側はアルミニウム板（純度９９．９％）とした。電流密度３．６Ａ／
ｄｍ２の直流電流を９０分間印加してめっきした。電流密度はウレタン発泡体の見かけの
面積で計算した値である。この結果、１５０ｇ／ｍ２の重量のアルミニウムめっき層を有
するアルミニウム構造体を得た。
【００５４】
（多孔質樹脂成形体の分解）
　図５に示す装置を用いてアルミニウム構造体の芯材である多孔質樹脂成形体の分解処理
を行った。
　ローラＲ１、Ｒ２、Ｒ６、Ｒ７の直径φを３００ｍｍとし、ローラＲ３～Ｒ４の直径φ
を３００ｍｍとした。メッシュベルトとしてはカーボンメッシュベルトを用い、図５に示
すようにメッシュベルトをローラに懸架してローラを回転させた。液切りのための吹付け
ガスとしてはＮ２ガスを用い、吹付け部分の温度が４００℃となるようにＮ２ガスの温度
を調節し、吹付け速度を風速４０ｍ／ｓｅｃとした。溶融塩浴としては温度５００℃のＬ
ｉＣｌ－ＫＣｌ共晶溶融塩を用いた。
　アルミニウム構造体に－１Ｖの負電位を印加して溶融塩浴中を通過させたところ、溶融
塩中にポリウレタンの分解反応による気泡が発生した。シートを２００ｍ処理したがシー
トは破断することはなかった。処理装置から搬出されたシートをその後大気中で室温まで
冷却した後、水洗して溶融塩を除去し、樹脂が除去されたアルミニウム多孔体を得た。得
られたアルミニウム多孔体は連通気孔を有し、気孔率が芯材としたウレタン発泡体と同様
に高いものであった。
【００５５】
［比較例１］
　図５に示す装置においてローラ直径がφ２００ｍｍのローラＲ１～Ｒ７を用いてメッシ
ュベルトを用いることなく、シートを直接ローラに懸架し、分解処理を行ったところ、ロ
ーラＲ５とローラＲ６の間でシートが破断した。シートがローラＲ５に係る直前のシート
の応力を測定すると０．０４ＭＰａであった。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　本発明によれば、多孔質樹脂成形体の芯材表面にアルミニウム膜を形成してなるシート
状のアルミニウム構造体から多孔質樹脂成形体を安定して連続的に分解除去することがで
きるので、各種フィルタ、触媒担体、電池用電極などにおいて、アルミニウムの特性が活
かされる場合に広く適用することができる。
【符号の説明】
【００５７】
　１　発泡樹脂成形体
　２　導電層
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　３　アルミニウムめっき層
１１　帯状樹脂
１２　サプライボビン
１３　デフレクタロール
１４　懸濁液
１５　槽　
１６　熱風ノズル
１７　絞りロール
１８　巻取りボビン
２１ａ，２１ｂ　めっき槽
２２　帯状樹脂
２３，２８　めっき浴
２４　円筒状電極
２５，２７　正電極
２６　電極ローラ
２９　処理槽
３０　溶融塩浴槽
３１　外装容器
３２　アルミニウム構造体
３３　アルミニウム多孔体
３４　陽極
３５　アルミニウム容器
３６　シースヒータ
３７　カーボン
３８　メッシュベルト
３９　ステンレス層
４０　断熱層
４１　シースヒータ
４２　ステンレス層
４３　昇降装置
４４　溶融塩槽の移動方向
４５　液切り手段
４６　入口ボックス
４７　出口ボックス
４８　ガイドローラ
４９　シート通過口
５０　排気口
５１　昇降装置
５２　溶融塩槽の移動方向
１２１　正極
１２２　負極
１２３　セパレータ
１２４　押さえ板
１２５　バネ
１２６　押圧部材
１２７　ケース
１２８　正極端子
１２９　負極端子
１３０　リード線
１４１　分極性電極
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１４２　セパレータ
１４３　有機電解液
１４４　リード線
１４５　ケース
Ｒ１～Ｒ５　ローラ

【図１】

【図２】
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(18) JP 2012-255187 A 2012.12.27

【図６】

【図７】

【図９】

【図１０】

【図３】
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